
事 務 連 絡     

令 和 元 年 ７ 月 ４ 日 
 

各 都 道 府 県 人 事 担 当 課 
 各 都 道 府 県 市 区 町 村 担 当 課 
 各 指 定 都 市 人 事 担 当 課  御中 
 各 都 道 府 県 地 域 振 興 担 当 課 
 各 指 定 都 市 地 域 振 興 担 当 課 
 

総 務 省 自 治 行 政 局 公 務 員 部 公 務 員 課 
女 性 活 躍 ・ 人 材 活 用 推 進 室 

総 務 省 地 域 力 創 造 グ ル ー プ 
地 域 自 立 応 援 課 

総 務 省 情 報 流 通 行 政 局 
情 報 流 通 高 度 化 推 進 室 

 
地方公共団体におけるテレワーク取組事例集について 

 
「テレワーク・デイズ２０１９」の実施については、「「テレワーク・デイズ２０

１９」の実施について」（令和元年５月 17 日付総行女第４号、総情流第２号、総務

省自治行政局公務員部長、官房総括審議官（情報通信担当）連名通知）（別添１）及

び「大臣メルマガ」（別添２）において、積極的な参加をお願いしているところです。 
この度、地方公共団体におけるテレワーク取組事例（別添３）をとりまとめまし

たので、送付いたします。 
 地方公共団体におけるテレワークの取組については、一部の部署又は職員による

トライアル・試行的な実施でも「実施団体」として登録可能です。また、職員のテ

レワーク環境が整っていない団体におかれましても、民間企業等へのスペース提供

や、ワーケーションの取組等により「応援団体」として登録可能です。 
各地方公共団体におかれましては、これらの取組をご参考の上、「テレワーク・デ

イズ２０１９」への積極的なご参加をお願いします。 
また、各都道府県におかれましては、貴都道府県内の市区町村等に対してもこの

旨周知いただきますようお願いします。 
なお、地域の元気創造プラットフォームにおける調査・照会システムを通じて、

各市区町村に対して、本事務連絡についての情報提供を行っていることを申し添え

ます。  
 

※今年度の全登録団体の実施概要（現時点）は以下のリンク先からご覧になれます。 
https://teleworkdays.jp/ 

※本年９月６日（金）まで登録可能です。 
 

【連絡先】  
情報流通行政局情報流通高度化推進室 中山・野木  

メール：tele.wifi-ken@ml.soumu.go.jp 
電 話：０３－５２５３－５７５１（直通）  

自治行政局公務員部女性活躍・人材活用推進室 安藤・堀田  
 メール：h2.horita@soumu.go.jp 

電 話：０３－５２５３－５５４６（直通）  
地域力創造グループ地域自立応援課 菊地  
 メール：a2.kikuchi@soumu.go.jp 

電 話：０３－５２５３－５３９２（直通）  



総 行 女 第 ４ 号 
総 情 流 第 ２ 号 
令 和 元 年 ５ 月 １ ７ 日 

各 都 道 府 県 知 事  
 （人事担当課、市町村担当課、区政課扱い） 
 各 指 定 都 市 市 長   殿 
 （人事担当課扱い） 
 

総 務 省 自 治 行 政 局 公 務 員 部 長 
（ 公 印 省 略 ） 

 
総務省官房総括審議官（情報通信担当） 
（ 公 印 省 略 ） 

 
 

「テレワーク・デイズ２０１９」の実施について 

 
総務省では、生産性の向上や優秀な人材の確保等に資する「テレワーク」の全国

的な普及促進及び２０２０年東京オリンピック・パラリンピック大会開催期間中の

交通混雑緩和を目的とし、「テレワーク」に全国で集中的に取り組む「テレワーク・

デイズ２０１９」を、別紙のとおり実施いたします。 
 テレワークの環境を既に整えられている地方公共団体、特に首都圏の地方公共団

体におかれては、「テレワーク・デイズ２０１９」への積極的なご参加及びご登録を

お願いします。トライアル、試行参加でも結構ですので、ご検討をお願いします。 
テレワークの推進に最も必要なのは、トップのリーダーシップです。テレワーク・

デイズの趣旨にご理解をいただき、この国民的なキャンペーンを機にテレワーク活

用を含めた貴団体における「働き方改革」を更に推進していただけるようお願いし

ます。 
また、各都道府県におかれましては、貴都道府県内の市区町村等に対してもこの

旨周知いただきますようお願いします。 
なお、地域の元気創造プラットフォームにおける調査・照会システムを通じて、

各市区町村に対して、本通知についての情報提供を行っていることを申し添えます。  
本通知は、地方公務員法第 59 条（技術的助言）及び地方自治法第 245 条の４（技

術的助言）に基づくものです。 
 
 ○添付資料： 

・別添１ 「テレワーク・デイズ 2019」の実施について 
  ・別添２ 「テレワーク・デイズ 2019」実施概要書  

【連絡先】  
情報流通行政局情報流通高度化推進室 中山・野木  

メール：tele.wifi-ken@ml.soumu.go.jp 
電 話：０３－５２５３－５７５１（直通）  
 

自治行政局公務員部女性活躍・人材活用推進室 安藤・堀田  
 メール：h2.horita@soumu.go.jp 

電 話：０３－５２５３－５５４６（直通）  



 

（別紙） 

「テレワーク・デイズ２０１９」概要 

 

○主旨        テレワークを活用した働き方改革の全国展開及び東京２０

２０大会の交通混雑緩和に寄与するよう全国で集中的にテ

レワーク実施に取り組む国民運動。 

 

○ 実施期間   2019 年 7 月 22 日（月）～9 月 6 日（金） 

          ※ 7 月 24 日（水）を特に集中して取り組む「コア日」とする。 

 

○ 実施登録受付期間  2019 年 4 月 19 日（金）～9 月 6 日（金） 

 

○ 参加分類 

  御参加方法としては、以下の３分類から選択できます。 

 

（１）実施団体 

参加人数・実施日数を問わずテレワークを実施又はトライアルを行う団体 

 

（２）特別協力団体 

①5 日間以上実施 ②7 月 24 日(水)に 100 名以上実施 ③効果測定（オフィ

スコストの削減、消費電力の変化等）の全てに協力可能な団体 

※ 上記に加え、更に東京都内等の特別協力団体については、以下のいずれかの実施を推

奨（都内事業所への通勤社員が対象） 

㋐ ２週間以上の実施（7 月 22 日(月）～8 月 2 日(金）の平日 10 日間での集中実施を

推奨）  

㋑ 都内社員数の１割実施（7 月 22 日(月）～8 月 2 日(金）の平日 10 日間において、

1 日 1 割程度の実施を推奨） 

㋒ 2020 アクションプラン作成（2020TDM 推進プロジェクトとの連携）

https://2020tdm.tokyo/action 
 

（３）応援団体 

テレワークに係る実施ノウハウ、ワークスペース、ソフトウェア等を提供す

る団体 

 
○ ご登録方法 

「テレワーク・デイズ 2019」ホームページ（https://teleworkdays.jp/）から、

簡単にご登録頂けます。（参加登録無料） 















































































































































職場や上司の開催許可を得られやすくなるよう、ウェブサイトに
上のリーフレットや申込用紙を掲載していますので、ご利用ください。▶戻る




